
 
 

 

背景

中国国務院は、 2014 年に「企業の合併、再編市場環境のさらなる最適化に関する意見」

（国発［2014］14 号）を公布した。当該意見書では、財政政策の条件緩和に関して、合併と

企業再編における企業所得税特殊税務処理の政策を改定、完善化して、持分（資産）買

収が買取先企業の全部の持分（資産）に占める比率制限を引き下げ、また、特殊税務処

理政策の適用範囲を拡大することを明記した。さらに、非貨幣性資産を用いた投資活性化

のための企業所得税の取扱い、また企業の所有制改革や再編に伴う土地増値税政策の

改善に向けた取り組みの加速化も要求している。

このような背景の下、財政部および国家税務総局は、2014 年度末に共同して 通達 109 
号と 116 号を公布し、上述の「比率制限」、「適用範囲の拡大」、「非貨幣性資産投資」をよ

り一層明確化した。

グループ内再編または持分買取などが進行中（または予定中）の企業は、これらの通達

が定める税優遇措置の適用を受けるため、両通達による影響を考慮した上で、当面の再

編計画あるいは買収計画を最適化することが必要となる。

109 号通達 

109 号通達の第 1 条および第 2 条では 、59 号通達が定めた持分買収および資産買収に

適用される特殊税務処理の条件を見直したものとなっており、そこでは持分買収と資産買

収の比率制限が緩和されている。

59 号通達 109 号通達 

持分買収： 買収企業の購入持分が買取

先企業の全持分の 75%以上を占める 

持分買収： 買収企業の購入持分が買取

先企業の全持分の 50%以上を占める 

資産買収： 譲受企業が買収する資産が

譲渡企業の総資産の 75%以上を占める 

資産買収： 譲受企業が買収する資産が

譲渡企業の総資産の 50%以上を占める 

財政部・国家税務総局、企業再編と非貨幣性資産を用いた投資活性

化のための新政策を公布 
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財政部、国家税務総局 2014 年

12 月 25 日公布、2014 年 1 月

1 日施行、「企業再編促進のため

の企業所得税処理問題に関する

通達」（109 号通達）、同通達公

布前に未処理の組織再編に関わ

る税務事項に適用

財政部、国家税務総局 2014 年

12 月 31 日公布、2014 年 1 月 1
日施行、「非貨幣性資産を用いた

投資に関わる企業所得税政策問

題に関する通達」（116 号通達）、

同通達公布前に未処理の非貨

幣性資産投資案件に適用

財政部、国家税務総局 2009 年 4
月 30 日公布、2008 年 1 月 1 日

施行、2009年第 59号「企業再編

業務に係る企業所得税処理の若

干問題に関する通達」（59 号通

達）
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さらに、同通達の第 3 条でも、 同じく見直しとして、特殊税務処理の適用条件を満たす企業

再編の様式に二種類の追加を下表のように示している。

                        企業再編の様式：

企業再編の様式 条件 特殊税務処理

 100%直接支配する居

住者企業間

 あるいは、同一もしくは

同じ複数の居住者企

業による 100%直接支

配を受ける居住者企

業間

 帳簿上の純資産価値

による持分、資産の移

転であること。

 合理的な商業目的を

有し、納付税額の減

少、免除、もしくは遅延

を主目的としないこと。

 持分もしくは資産の移

転後の連続 12 か月以

内に移転された持分も

しくは資産のもとの実

質的な経営活動を変

更していないこと。

 移転元企業および移

転先企業がともに会計

上の損益を認識してい

ないこと。

 移転元企業および移

転先企業は共に所得

を認識しないこと。

 移転先企業が移転持

分もしくは資産取得の

課税基礎について、移

転持分もしくは資産の

元の帳簿上の正味価

額で確定すること。

 移転先企業が取得す

る移転資産は、その元

の帳簿上の正味価額

により減価償却を計上

しなければならないこ

と。

なお、109 号通達の執行は 2014 年 1 月 1 日に遡及されるが、当該通達の発布までに、な

お処理が完了していない企業再編はこの通達の規定に合致している場合では、当該通達

に適用することになる。

116 号通達の概要 

116 号通達は、これまで上海自由貿易試験区のみに適用されていた 91 号通達を補足す

るものであり、非貨幣性資産投資の課税繰延措置を全国レベルに拡大する狙いがある。

当該通達の主な内容は下表のとおりである。

企業区分 税務処理

投資企業  非貨幣性資産の拠出による所得に関わる税務処理

非貨幣性資産の譲渡所得 = 非貨幣性資産評価後の公正

価値 – 課税基礎

（当該所得は5年以内に均等償却して、かつ、これに係る

企業所得税を分割して納付が可能）

譲渡所得の計上時点：投資契約書の発効後かつ持分登録

手続の完了時

 被投資企業の持分取得に関わる税務処理

取得持分の課税基礎 = 非貨幣性資産の元の課税基礎 +

年次計上した非貨幣性資産譲渡所得

（当該取得持分の課税基礎は、期間毎に年次調整を行う）

被投資企業 取得した非貨幣性資産の課税基礎 =非貨幣性資産の公正価

値

財政部、国家税務総局 2013
年 11 月 15 日公布、同年 11 月

15 日施行、2013 年第 91 号

「中国（上海）自由貿易試験区

内企業の非貨幣性資産での対

外投資などの資産再編行為に

伴う企業所得税政策問題に関

する通達」（91 号通達） 
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ただし、投資企業が5年以内に取得持分の譲渡、投資回収、登録抹消を行う場合には、課税

繰延措置の適用が不可となり、企業所得税を一括納付することになる。

なお、116 号通達で定めている非貨幣性資産投資とは、非貨幣性資産の拠出による新規居

住者企業設立、および非貨幣性資産を現存の居住者企業に対する投資が含まれる。企業の

非貨幣性資産投資が59号通達における特殊再編の関連規定に合致する場合、特殊再編の

税務処理の適用が可能となる。

また、116 号通達は、109 号通達と同様に 2014 年 1 月 1 日まで遡及されるが、同通達の

発布までに、処理が完了していない非貨幣性資産の投資案件に適用される。

KPMG の所見 

109 号および 116 号の公布は、企業再編や投資活動に向けた大きな前進と言えるだろう。 

具体的に、109 号通達は、持分買収と資産買収の比率を 75%から 50%まで引き下げ、持分

または資産買収に特殊再編を適用する要件を緩和したため、企業再編の柔軟性を一層高

めるものとなっている。さらにまた、同通達は、直接支配および共同支配下の中国国内のグ

ループ企業間の持分または資産の移転取引が規定の要件を満たす場合、59 号通達の比

率制限を受けずに、課税繰延措置を享受できることを初めて明らかにしたものである。   こ

の規定の要件について、59 号通達の特殊再編の適用要件と比較してみた場合、元の主要

出資者に対して、再編の後 12 か月以内に取得持分の譲渡を禁じた規制が緩和されたこと

から、これは企業内部において再編を数段階に分けて行う場合に有利となる。

また、116 号通達は、非貨幣性資産投資の場合の企業所得税の分納を認めている。これは、

企業所得税の一括納付に起因するキャッシュフロー不足の解消に寄与することになり、企業

の成長を下支えするものである。

今回の両通達は、組織再編および投資のための好材料となるものだが、これによって、企業

再編案における合理的なタックスプランニングの重要性が一層高まった。グループ内の再編

または買収合併が進行（または予定）中の企業は、税優遇措置の適用を享受できるため、

両通達を精読することにより、その影響度合いを見極めて、現時点での再編計画または買

収計画を見直すことを提案する。

不明点

109 号通達が新たに追加で定めている企業再編の様式は、居住者企業に限定されているこ

とから、クロズボーダーでのグループ内再編の優遇措置は特に定められておらず、従来どお

り、59 号通達が適用される。財政部および国家税務総局には、クロズボーダーでのグルー

プ再編への特殊再編適用の定めを緩和する意思はないようである。

今回の通達の中で不明な点は下記のとおりである。

（1）同一もしくは同じ複数の居住者企業から 100%直接支配を受ける居住者企の間で行う持

分や資産の移転は、同一もしくは同じ複数の居住者企業が直接支配する各居住者企業の

持分比率が一致する必要があるのか。

（2）同通達では「移転」という語が使用されているが、明確な定義が示されていない。この用

語は国有企業グループと行政事業の所有制改革文書に頻出しおり、国家税務総局 2014 年
公布の「企業所得税課税所得額の問題に関する公告」（29 号公告）、「企業･事業単位の所

有制改革および組織再編に関わる契税政策に関する通知」（財税［2012］4 号）でも類似の語

句が用いられている。これは、「移転」が一般企業にも拡大して適用されていることを示すもの

なのか。あるいは現在行われている国有企業の所有制改革を対象としてその語を使用してい

るのか。また、「移転」行為は有償か無償か、寄付行為または減資再投資に該当するのか。さ

らに、移転元企業と移転先企業は、損益を認識しないでどのように会計処理を行うのか。

国家税務総局は、法令の正式施行中に不明点に対する追加説明を行うと思われる。入手

情報によれば、税務総局は企業再編の実務上の課題を分析しつつ、59 号通達の改定と

補 足 に 注 力 し て い る 模 様 で あ る 。 当 局 に よ る 今 後 の 進 展 が 待 た れ る 。
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